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全岐阜県生活協同組合連合会 

専務理事 佐藤圭三 

 

●全岐阜県生協連の紹介 

 

1.1.1.1. 2014201420142014 年度以前年度以前年度以前年度以前は…は…は…は…    

� 1996 年２月、岐阜県と「緊急時における県民生活の安定に関する「緊急時における県民生活の安定に関する「緊急時における県民生活の安定に関する「緊急時における県民生活の安定に関する基本協定基本協定基本協定基本協定」」」」締

結。 

(主な内容) 

・応急生活物資の確保 

・ボランティア活動への支援 

・情報の収集・提供 

・防災意識の向上 

� 日本生協連関西地連の防災の取り組みには参

加しつつも、県連としての防災・減災の取り組み

はそれほど進んでいなかった。 

� 2011 年東日本大震災を契機に、防災の学習・

交流活動や図上演習が始まった。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.2.2. 2014201420142014 年年年年、、、、「第「第「第「第 2222 次中期計画」を策定次中期計画」を策定次中期計画」を策定次中期計画」を策定。初めて。初めて。初めて。初めて「防災」を重点課題に設定「防災」を重点課題に設定「防災」を重点課題に設定「防災」を重点課題に設定した。した。した。した。    

� 2014 年度方針(から抜粋) 

「2011 年の東日本大震災から 3 年経過しました。南海トラフ巨大地震は東海の地域

に大きな被害が想定されますし、さらに首都直下型地震の発生が懸念されています。

会員生協の中でも、災害対策の計画やＢＣＰ（事業継続計画）の策定が進んでいる

生協もあれば、そうでない生協もあります。当連合会の会員の防災体制の強化を必

須の課題として取り組みます。また、東日本大震災の支援活動を息長く継続していく

必要があります。」 

【2012.2.20 防災学習会】 【2011.12.6 広域図上演習(三重県)】 

【2012.4.21】 



� そして、第 2 次中期計画の一番の課題として防災を位置づけた。 

（１） 会員生協の防災への備えを強化できるように情報提供や援助を行う課題 

① 会員生協の防災に対する考え方の集約や、備えの実態の把握を行います。 

② 会員生協の防災の取り組みをサポートできるような学習の場の設定や情報提

供を行います。 

� 2014 年度の活動 

① 「「「「岐阜県災害ボランティア連絡会岐阜県災害ボランティア連絡会岐阜県災害ボランティア連絡会岐阜県災害ボランティア連絡会」」」」の構成メンバーに登録。会議への参加。 

② 会員生協の防災の備えの実態を把握（調査とヒアリングの実施) 

③ 会員生協への衛星携帯配置の計画作りを開始した。 

 

3.3.3.3. 2015201520152015 年度年度年度年度のののの活動活動活動活動    

① 「岐阜県災害ボランティア連絡会」の構成員として岐阜県防災課との情報交換を進

める(年２回開催)。岐阜大学地域減災研究センターの高木朗義教授やレスキュー

ストックヤードの栗田暢之氏が参加。より実践的な協議がすすんだ。 

② 災害時の事業継続のための学習会を開催した。

県の「「「「BCPBCPBCPBCP 策定支援事業」策定支援事業」策定支援事業」策定支援事業」を活用し、会員生協対

象の BCP 策定研修会を開催した。岐阜県生協連、

西濃医療生協、岐阜県学校生協、生協ぷちとまと

が参加し、各生協で各生協で各生協で各生協で BCPBCPBCPBCP が作成が作成が作成が作成できた。【右写

真】 

③ 会 員 生 協 に 衛 星 携 帯 配 置 の 計 画 作 り を 開

始。・・・その後、県の「BCP 策定研修会」で、富士通総研の講師より、「「「「災害発生時災害発生時災害発生時災害発生時

は衛星携帯よりは衛星携帯よりは衛星携帯よりは衛星携帯より MCAMCAMCAMCA 無線のほうが有効無線のほうが有効無線のほうが有効無線のほうが有効」」」」と聞く。それにより、方針を MCA 無線の配

備に変更した。 

 

4.4.4.4. 2016201620162016 年度の活動年度の活動年度の活動年度の活動    

① 「岐阜県災害ボランティア連絡会」に参加。防災課との情報交換を進める(年 2 回) 

■全岐阜県生協連　中期計画における重点課題の推移

岐阜県生協連の役割と課題(2007～) 第1次中期計画(2011～2013) 第2次中期計画(2014～2016) 第3次中期計画(2017～2019) 第4次中期計画(2020～2022)

1

会員生協活動を支援し、交流・連帯

を促進する課題

県内の各界各層とのネット

ワークづくりの課題

会員生協の防災の備えを強化

できるように情報提供や援助

を行う課題

会員生協の防災の備えを強化

し、BCPの実効性を高める課

題

自然災害に備え、職員と組合員

の命を守る取組みを進めます。

2

生協所管行政へ働きかけ、活動条

件を拡大する課題

会員生協活動を支援し、交流・

連帯を促進する課題

県内の各界各層とのネット

ワークを発展させる課題

県内の各界各層とのネット

ワークを発展させる課題

身近な地域の諸活動に、行政や

諸団体、協同組合と連携して取

り組みます。

3 行政、議会との関係づくりの課題

生協所管行政を中心として、

幅広く行政、議会との関係づく

りを行う課題

会員生協活動を支援し、交流・

連帯を促進する課題

会員生協活動を支援し、交流・

連帯を促進する課題

岐阜県の岐阜県の岐阜県の岐阜県の行政や議会との関係

づくりを進めます。

4

県内の各界各層とのネットワークづく

りの課題

広報活動の課題

県民生活相談センターを中心

として、幅広く行政、議会との

関係づくりを行う課題

環境生活部県民生活課を中心

として、幅広く行政、議会との

関係づくりを行う課題

渉外・広報活動を強め、生協の

社会的認知度の向上をめざしま

す。

5 広報活動の課題 経営相談や支援の課題 広報活動の課題 広報活動の課題

会員生協の経営相談や支援を進

めます。

6 経営相談や支援の課題 経営相談や支援の課題 経営相談や支援の課題

7

特別課題：県連40周年(2015年

度)の取り組みを進める



② 「災害時の物資協定」にもとづく通信訓練(8/26)が実施され参加。 

③ 岐阜県主催「岐阜県緊急対策チーム図上演習」(10/26)に参加。(県職員、県警・

自衛隊・全岐阜県生協連・コープぎふ） 

⇒広域災害への対応力不足が明らかになった。 

� MCA 無線をもって対策本部に張り付くという行動は、協定の執行に対して非常

に有効であることがわかった。 

� 県の緊急対策チームは、少なくとも「食料物資チーム」は、各部局の寄せ集め

であり、日常的なコミュニケーションがあるわけではなく効果的に機能しない。 

� 自治体の備蓄は発災後 3 日間でほぼなくなる。4 日目からは県に物資支援要

請が入るが、その数量が途方もない量で、とても県の備蓄や協定先の物量で

はまかないきれない。 

� 県との協定細目の見直しは急務。東海コープにも協力いただきながら年度内

に見直しを行いたい。 

� MCA 無線は県の対策本部から十分通信ができること

が確認できた。バッテリーも 1 日は問題なく持つことが

予測できた。 

④ 会員生協の BCP が機能し、レベルアップできるように支援

を目指した。 

⑤ 会員生協に県連費用で MCA 無線を配置した。(8 月) 11 月初の通信訓練を実

施。 

⑥ 拡大県連理事会研修で福島県を視察。(地震・津波の被災地、原発避難地域 他) 

 

 

5.5.5.5. 2017201720172017 年年年年、、、、防災に重点を絞った「第防災に重点を絞った「第防災に重点を絞った「第防災に重点を絞った「第 3333 次中期計画」を策定次中期計画」を策定次中期計画」を策定次中期計画」を策定    

� 第 3 次中期計画(から抜粋) 

（１） 会員生協の防災への備えを強化し、BCP の実効性を高める課題 

① 第 3 次中計期間中の生協大会、拡大理事会研修は防災をテーマに開催し、

「地震は近いうちに必ず起こる」を会員生協の共通

認識にします。 

② 会員生協の BCP の見直しを進めます。 

③ 会員生協との MCA 無線を使った通信訓練を定期的

に実施します。 

④ 県との災害時物資協定の見直し、県の防災関係の

会議等に積極的に参加します。 



⑤ 会員生協の事業所の固定、防災用品や備蓄品の用意等をすすめ、会員生協

の組合員の家庭内備蓄の啓蒙活動を行います。 

⑥ 会員生協職員の防災士資格取得を進めます。 

� 2017 年度の活動 

① 「岐阜県災害ボランティア連絡会」に参加し、防災課との情報交換を進める。 

熊本地震を教訓に、「災害ロジスティクス中部広域連絡会議岐阜県部会」が開催さ

れる。東海コープ事業連合の担当者とともに参加する。 

② 会員生協の BCP の作成、それが実効性をもてるように支援する。・・・岐阜県の BCP

研修センターの情報を会員生協に配信する。 

「岐阜県生協大会」では岐阜大学地域減災研究センター村岡准教授の講演会を

行う。ここでは生協の生協の生協の生協の BCPBCPBCPBCP が成立するにはが成立するにはが成立するにはが成立するには、まず生協職員、まず生協職員、まず生協職員、まず生協職員自身自身自身自身のののの防災の備えが必防災の備えが必防災の備えが必防災の備えが必

要な要な要な要なことを学んだ。 

③ 会員生協の MCA 無線の通信訓練を行う。日本生協連関西地連の訓練に岐阜県

生協連独自の訓練を加え毎月実施した。 

④ 県との災害協定の継続的見直しを行う。・・・実施細目の見直しを行った。 

⑤ 県連理事会で防災対策の学習会を実施。・・・岐阜県危機管理政策課長を講師に

招き 4 月に実施。 

拡大県連理事会研修で熊本地震の被災地視察を行った。 

⑥ 大阪いずみ市民生協の防災の取り組み情報をいただいた。(BCP、我が家の防災

チェックなど) 

⑦ 会員生協に防災士資格の情報提供を行う。⇒できていない。 

 



●2018 年度の活動 

2018 年度方針では、引き続き「防災」を重点課題に掲げ、会員生協の BCP の作成と有

効性の確保、会員生協の防災備蓄、会員生協職員の防災対策、会員生協組合員へ

の情報提供等を目指した。拡大県連理事会研修は引き続き、防災活動が進んでいる

県連に学ぶことを目的として実施した。 

① 「岐阜県災害ボランティア連絡会」の主要テーマとして「岐阜県災害ボランティア連「岐阜県災害ボランティア連「岐阜県災害ボランティア連「岐阜県災害ボランティア連

絡調整会議」絡調整会議」絡調整会議」絡調整会議」【下図】【下図】【下図】【下図】の設置を検討した。 

この年に発生した「平成 30 年 7 月豪雨災害」を契機に、国と岐阜県共催「三者連「三者連「三者連「三者連

携・協働に向けた研修会」携・協働に向けた研修会」携・協働に向けた研修会」携・協働に向けた研修会」(11/30)に会員生協と県連で参加。市町村行政や社協

職員、NPO 団体職員との連携(顔の見える関係づくり)が緒についた。 

② 岐阜県主催「災害ボランティア施策にかかる説明会」(3/11)に参加。この中では、

上記①「岐阜県災害ボランティア連絡調整会議」の構成団体として県連が入り、県

連に期待される役割として、①炊き出し、サロン活動 ②学生向け災害ボランティア

の募集、が示された。⇒未知の領域であり、まだ前進点をつくれていない。 

③ MCA 無線の通信訓練は関西地連訓練とあわせ年間 14 回実施。固定化していた

参加者を増やすことを会員生協に呼びかけ、この年は 38 名/7 生協の参加と増加

した。 



④ 会員生協の職員の命を守る取り組みとして、大阪いずみ市民生協、おおさか淀川

市民生協の取り組みに学び、「わが家の防災チェック」を理事会で検討し 3 月に実

施した。1,197 人が参加。 

⑤ 岐阜県生協大会は、名古屋大学減災連携研究センター教授鷺谷威教授を講師

に「岐阜県の地震と活断層」のテーマで講演会を開催。

大地震は発生時期や被害規模の予測は困難。制御

や軽減策にも限界があるからこそ、被害を最小に食い

止めるために、「耐震化」「避難経路の確認」「インフラ

途絶への備え」「食料・飲料水の備蓄」「通信手段の

確保」が必要であることを参加者が学んだ。 

⑥ 拡大県連理事会研修は静岡県を訪問。「静岡県地震防災センターの視察」「ユー

コープの BCP の学習」「浜岡原子力館(原発)の視察」を行う。 

 

 

●2019 年度の活動 

引き続き、「防災」を 2019 年度方針の柱に据え、会員生協の防災への備えの強化、

BCP の実効性向上を目指し活動した。次期中期計画(2020～)検討の一環として、北海

道生協連、広島県生協連の防災、被災者支援の取り組みを理事会で学習した。また、

県行政や社協、NPO 団体との関係を着実につくっていくことを目指した。 

① 拡大県連理事会研修(9 月)は北海道を訪問。2018 年「北海道胆振東部地震」時

の北海道生協連、コープさっぽろの震災対応を学習した。震災から 1 年が経過し、

復旧や住宅再建が進む中でも、多くの人が不安を抱えて暮らしていること、地元行

政 や民 間 組 織 の支 援 活 動 の様 子 や残 される課 題 等 に触 れることができた 。

 

② 「岐阜県災害ボランティア連絡会」(年 3 回)には、コープぎふの担当職員と参加。県

から期待される被災者支援(炊き出し、サロン活動等)について一緒に考え始める。

県や社協主催の「災害ボランティアスキルアップ研修」「災害ボランティアシンポジウ



ム」等にコープぎふ、会員生協と一緒に参加するよう調整努力を行う。 

③ 12 月、岐阜県県民生活課(緊急時物資支援窓口)、地域福祉課(災害ボランティア

活動窓口)、コープぎふ、県連の 4 者で災害ボランティア(被災者支援)活動につい

て懇談。生協の組織や活動を正しく知らせることの大切さを実感。定期的に情報交

換の場づくりを行うことを確認した。 

コープぎふ「BCM 推進プロジェクト」(年 2 回)に出席。拠点生協の BCM に照らして

県連のマニュアルの接点(つなぎ)を点検と見直す機会となった。 

 

                        ※コープぎふ災害対策マニュアルより抜粋 

④ MCA 通信訓練は、日本生協連訓練と県連訓練を年間 12 回実施。前年より回数は

減少したが参加者は 37 名(△1 名)となり、訓練参加者の固定化はほぼ解消した。 

⑤ 岐阜県生協大会は、岐阜大学地域減災研究センターの村岡准教授を再び講師

に、「なぜウチの防災は進まないの? ～一緒に考えましょう、わが家の防災～」ワー

クショップを開催。生協大会でのＷＳは異例だったが高い評価となった。参加者か

ら「防災・減災」に関して生協への期待や要望が多く出された。 

⑥ 「わが家の防災チェック」2 年目を実施。1,179 人が参加。生協職員の防災・減災対

策は前年より前進していること、防災意識は向上していること、備蓄や耐震に関す

る情報や提案が不足していること等の課題が表われた。 

 



 

●2020 年度の活動の進捗状況から 

新型コロナの影響は防災分野にも及び、会議や研修が中止・延期、規模縮小・オンラ

イン化など変化に対応しながら活動している。今後も続くものとして組み立てが必要。 

「令和 2 年 7 月豪雨」では、災害協定に基づく対応の確認や見通しについて県民生活

課生活課と連日情報収集した。県内 4 ヵ所で(災害)ボランティアセンターが開設され

「岐阜県災害ボランティア連絡調整会議 全体会議」が初めて開催・招集される。会員

生協の被災状況や被災地支援行動(予定)を報告した。   

大規模災害の発生リスクは高まっており、災害協定に基づき物資の調達・搬送が確実

に行えるよう、拠点生協(コープぎふ)や東海コープ事業連合との流れや動き方を確立し

ておく必要を感じる。7 月豪雨時の事例をもとに、県民生活課、コープぎふ、東海コー

プ、県連で懇談の場を持ち、災害協定(実施細目)の内容について交流し、実施細目・

物資の流れ等を改訂した。 

6.6.6.6. 今後に向けた今後に向けた今後に向けた今後に向けた課題認識課題認識課題認識課題認識としてとしてとしてとして    

県連の会員生協については、特に規模の小さな生協では防災の課題は後回しに

なり、BCP の実効性を高める取り組みが進みにくいと感じる。県連の役割として、会

員生協役職員の防災意識の向上に貢献できる取り組みを、引き続き県連の場で行

うことに力を注ぎたい。県連理事会研修や生協大会での学習活動により前進点を

つくってきており、それは「わが家の防災チェック」の結果にも表れている。MCA 通

信訓練も含め、ここは後退させないよう品質を上げながら継続していきたい。 

行政との関係では、県との災害協定への対応力を向上していくこと、特に拠点生協

との関係で整備すること、次に、近年重要度が高まっている災害ボランティア活動

(被災者支援)への力量をつけていくことが課題。協定で定める物資支援の流れに

ついては、今年度、関係者間(県・生協)で認識合わせを久々に行い課題意識も出

し合った。生協側からすれば、基本協定(県)と個別協定(市町村)との関係や、発災

時の優先順位などの課題がある。広域災害を想定して整理していきたい。 

  以上 



 


